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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。  

４. 四半期財務諸表等規則第56条第３項により、四半期会計期間に係る四半期損益計算書を作成しております。

        

 当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第31期

第２四半期 
累計期間 

第32期
第２四半期 
累計期間 

第31期

会計期間 
自平成23年４月１日
至平成23年９月30日 

自平成24年４月１日 
至平成24年９月30日 

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日 

売上高（百万円） 

（第２四半期会計期間）  

 84,724

(50,692)

 91,977

(48,517)
187,275

経常利益（百万円）  10,024  9,616  21,924

四半期（当期）純利益（百万円） 

（第２四半期会計期間） 

 5,882

(3,347)

 6,062

(3,221)
 12,884

持分法を適用した場合の投資利益 

（百万円） 
 －  －  －

資本金（百万円）  4,269  4,269  4,269

発行済株式総数（千株）  65,688  65,688  65,688

純資産額（百万円）  53,984  64,420  60,657

総資産額（百万円）  84,488  90,730  89,885

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 

（第２四半期会計期間） 

 89.56

(50.96)

 92.29

(49.05)
 196.15

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  5.00  5.00  40.00

自己資本比率（％）  63.9  71.0  67.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △3,051  △524  14,748

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △184  194  △281

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 60  △4,649  △4,191

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高（百万円） 
 20,565  29,036  34,015

２【事業の内容】
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 当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期会計期間において、新たな経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（１）業績の状況 

  当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要を背景に緩やかな回復基調にあるもの

の、厳しい雇用情勢に加え、海外経済の減速による景気の下振れリスク等により、先行き不透明な状況が続いてお

ります。 

  当不動産業界におきましては、新設住宅着工戸数に持ち直しの動きがみられるものの、低価格物件を中心に他社

との競争は依然として厳しい状況にあります。   

  このような情勢のなか、当社は、ひとりでも多くの人々に住宅を持ってもらいたいという信念のもと、徹底した

原価管理と品質の向上に努め、良質な戸建分譲住宅及び分譲マンションを低価格で供給してまいりました。また、

営業面におきましては、平成24年６月に成増営業所、平成24年７月に神戸営業所、伊勢崎営業所を新設いたしまし

た。 

 業績につきましては、戸建分譲事業及びマンション分譲事業において引渡数が増加したこと等により、売上高は

前年同期を上回ったものの、販売単価の低下により営業利益及び経常利益は前年同期を下回りました。なお、引渡

数は戸建分譲事業が3,910棟（建売分譲3,766棟、土地売分譲144区画）、マンション分譲事業が259戸となっており

ます。 

この結果、当第２四半期累計期間の売上高は919億77百万円（前年同期比8.6％増）となりました。営業利益は

94億85百万円（同5.0％減）、経常利益は96億16百万円（同4.1％減）、四半期純利益は60億62百万円（同3.1％

増）となりました。 

  

また、当第２四半期会計期間の売上高は485億17百万円（前年同期比4.3％減）となりました。営業利益は50億

82百万円（同10.5％減）、経常利益は51億38百万円（同9.7％減）、四半期純利益は32億21百万円（同3.7％減）と

なりました。 

 なお、当社の売上高は、主力事業である戸建分譲及びマンション分譲において、第４四半期会計期間に集中し、

著しく増加する傾向にあります。このため、各四半期会計期間の業績に季節的変動があります。  

  

  セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①戸建分譲事業 

建売分譲におきましては、販売単価は低下したものの販売棟数が増加したこと等により、売上高は815億23百万

円（前年同期比9.2％増）となりました。また、土地売分譲の売上高は22億27百万円（同12.7％減）、請負工事の

売上高は９億14百万円（同169.3％増）となりました。結果として、戸建分譲事業全体の売上高は846億64百万円

（同9.2％増）、税引前四半期純利益は85億72百万円（同1.4％減）となりました。 

②マンション分譲事業 

 マンション分譲事業におきましては、販売単価は低下したものの販売戸数が増加したこと等により、売上高は73

億12百万円（前年同期比2.0％増）、税引前四半期純利益は10億16百万円（同18.8％減）となりました。  

   

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前年度末に比べ49億79百万

円減少し、290億36百万円となりました。 

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果使用した資金は５億24百万円（前年同期比82.8％減）となりました。これは主に、税引前四半期

純利益を98億円獲得したものの、販売用不動産の仕入を積極的に行ったことにより、たな卸資産及び前渡金がそれ

ぞれ46億59百万円、10億53百万円増加したこと及び法人税等の支出が44億82百万円であったことによるものであり

ます。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果得られた資金は１億94百万円（前年同期は投資活動の結果使用した資金１億84百万円）となりま

した。これは主に、投資有価証券の清算分配による収入が３億23百万円あったものの、投資有価証券の取得による

支出が１億17百万円であったことによるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は46億49百万円（前年同期は財務活動の結果得られた資金60百万円）となりまし

た。これは主に、短期借入金の純減少額が23億54百万円及び配当金の支出が22億95百万円であったことによるもの

であります。  

  

 なお、当第２四半期会計期間の営業活動の結果得られた資金は63百万円(前年同期比99.2％減)となりました。

投資活動の結果使用した資金は１億16百万円(前年同期比42.5％増）、財務活動の結果使用した資金は14億９百万

円(前年同期比61.9％減)となりました。  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 なお、会社の支配に関する基本方針は、次のとおりであります。  

①会社の支配に関する基本方針 

 当社の経営方針は、「良質な建物を、より早く、より低価格でお客様に提供する」、「時代を先取りした居住空

間を作り出し、お客様に喜ばれる住宅建築を目指す」であります。 

 家族が安心して暮らせるマイホームを手に入れることは、誰もが思う夢でありますが、今までの日本の住宅は高

額でなかなか手が届かないのが現実でありました。その「夢」を一人でも多くの人々に叶えてもらうことが、ま

た、当社にとっての夢でもあります。だからこそ、当社は低価格で良質な住まいの提供にこだわりを持ち続けてい

ます。 

 そして、時代の変化により、必要とされている商品も変化してまいります。常にお客様が求めている商品を開発

し続けること、売れる商品を提供し続けることが企業の繁栄、存続につながることと考えております。 

 この経営方針を実践することが、当社の企業価値を高め、財務の健全性をもたらし、配当等の利益還元を可能に

してまいりました。 

 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の経営方針を十分理解し、当社の企業価

値及び株主共同の利益を中長期的に確保、向上させるものでなければならないと考えております。 

②不適切な支配を防止するための取組み 

 現時点では、当社は、株式の大量取得を行う者に対して、これを防止するための具体的な取り組み（買収防衛

策）を定めることはいたしておりませんが、当社株式を大量に取得しようとする者が出現した場合には、直ちに当

社として最も適切と考えられる措置を講じます。 

 具体的には、社外の専門家を交えて当該買収提案の評価や株式取得者との交渉を行い、当該買収提案（または買

付行為）が当社の企業価値及び株主共同の利益に資さない場合には、具体的な対抗措置の要否及びその内容等を速

やかに決定し、対抗措置を実行する体制を整えます。 

（４）研究開発活動 

 特記すべき事項はありません。 

（５）従業員数 

 当第２四半期累計期間において、当社の従業員数は118名増加し、932名となりました。これは主に、戸建分譲事

業拡大に伴う新規採用者の増加によるものであります。 

 なお、従業員数は就業人員数であります。                               
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

   

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  240,000,000

計  240,000,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成24年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  65,688,000  65,688,000
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数100株 

計  65,688,000  65,688,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
  （千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年７月１日～ 

平成24年９月30日 
 －  65,688 －  4,269  －  3,167
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（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）            27,669百株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）         27,491百株 

   ２．タワー投資顧問株式会社から、平成24年10月９日付（報告義務発生日：平成24年10月４日）で提出された大量

保有報告書に係る変更報告書の写しにより7,707,600株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。 

なお、タワー投資顧問株式会社の大量保有報告書に係る変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

大量保有者     タワー投資顧問株式会社 

住所        東京都港区芝大門一丁目２番18号 野依ビル２階 

保有株券等の数   7,707,600株 

株券等保有割合   11.73％  

（６）【大株主の状況】

  平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

西河洋一  東京都練馬区  250,920  38.19

ゴールドマンサックスインターナショ
ナル 
（常任代理人ゴールドマン・サック
ス証券株式会社） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,UK 
（東京都港区六本木6-10-1 六本木ヒルズ森
タワー）  

 36,200  5.51

ノムラピービーノミニーズ テイーケ
ーワンリミテツド 
（常任代理人野村證券株式会社） 

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB, UNITED 
KINGDOM 
（東京都中央区日本橋1-9-1） 

 31,273  4.76

伏見管理サービス株式会社 東京都西東京市柳沢1-6-3  28,000  4.26

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口） 

東京都港区浜松町2-11-3  27,669  4.21

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11  27,491  4.18

ドイチェ バンク アーゲー ロンドン 
ピービー ノントリティー クライアン
ツ 613 
 （常任代理人ドイツ証券株式会社） 

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT AM 
MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 
（東京都千代田区永田町2-11-1 山王パーク
タワー） 

 13,618  2.07

ノーザン トラスト カンパニー（エイ
ブイエフシー）サブ アカウント アメ
リカン クライアント 
 （常任代理人香港上海銀行東京支店) 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 
5NT, UK 
（東京都中央区日本橋3-11-1） 

 11,481  1.74

ザ チェース マンハッタン バンク エ
ヌエイ ロンドン エス エル オムニバ
ス アカウント 
（常任代理人株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区月島4-16-13） 

 7,802  1.18

メロン バンク エヌエー アズ エージ
ェント フォー イッツ クライアント 
メロン オムニバス ユーエス ペンシ
ョン 
（常任代理人株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 
（東京都中央区月島4-16-13） 

 7,026  1.06

計 －  441,480  67.20
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①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式79株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

   役職の異動 

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  600 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式  65,685,100  656,851 － 

単元未満株式 普通株式  2,300 － － 

発行済株式総数    65,688,000 － － 

総株主の議決権 －  656,851 － 

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アーネストワン  
東京都西東京市北原町 

三丁目２番22号 
 600 －  600  0.00

計 －  600 －  600  0.00

２【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 

生産本部長（兼） 

生産管理部長（兼） 

海外事業部長  

常務取締役
生産本部長（兼） 

生産管理部長  
小川忠靖  平成24年８月１日

2012/11/15 15:04:1512862753_第２四半期報告書_20121115150401

- 6 -



１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期財務諸表等規則第56条第３項により、四半期会計期間に係る四半期損益計算書を作成しております。

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年７月１日から平成24

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。  

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準       ％ 

売上高基準      ％ 

利益基準      ％ 

利益剰余金基準    ％ 

  

第４【経理の状況】

0.8

0.8

1.0

0.5
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 34,015 29,036

販売用不動産 11,590 12,020

仕掛販売用不動産 32,982 36,569

未成工事支出金 3,383 4,069

貯蔵品 19 26

前渡金 1,635 2,689

その他 1,618 1,818

流動資産合計 85,245 86,229

固定資産   

有形固定資産 3,222 3,169

無形固定資産 49 44

投資その他の資産 ※2  1,367 ※2  1,287

固定資産合計 4,639 4,501

資産合計 89,885 90,730

負債の部   

流動負債   

支払手形 5,490 5,304

工事未払金 9,997 10,593

短期借入金 ※1  5,964 ※1  3,610

未払法人税等 4,517 3,770

前受金 752 739

賞与引当金 480 483

役員賞与引当金 63 21

その他 1,443 1,254

流動負債合計 28,708 25,777

固定負債   

退職給付引当金 484 498

資産除去債務 4 4

その他 30 30

固定負債合計 519 532

負債合計 29,227 26,309

2012/11/15 15:04:1512862753_第２四半期報告書_20121115150401

- 8 -



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成24年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,269 4,269

資本剰余金 3,167 3,167

利益剰余金 53,221 56,984

自己株式 △0 △0

株主資本合計 60,657 64,420

純資産合計 60,657 64,420

負債純資産合計 89,885 90,730
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

売上高 84,724 91,977

売上原価 68,935 76,120

売上総利益 15,788 15,856

販売費及び一般管理費 ※1  5,807 ※1  6,371

営業利益 9,981 9,485

営業外収益   

受取賃貸料 61 74

その他 83 107

営業外収益合計 144 182

営業外費用   

支払利息 91 36

その他 9 14

営業外費用合計 101 51

経常利益 10,024 9,616

特別利益   

投資有価証券清算分配益 － 123

受取補償金 － 60

特別利益合計 － 183

特別損失   

固定資産除却損 4 －

固定資産売却損 1 －

災害による損失 20 －

特別損失合計 26 －

税引前四半期純利益 9,997 9,800

法人税等 4,115 3,737

四半期純利益 5,882 6,062
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【第２四半期会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成23年７月１日 

 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成24年７月１日 

 至 平成24年９月30日) 

売上高 50,692 48,517

売上原価 41,710 40,129

売上総利益 8,981 8,388

販売費及び一般管理費 3,305 3,305

営業利益 5,676 5,082

営業外収益   

受取賃貸料 30 37

その他 43 43

営業外収益合計 74 81

営業外費用   

支払利息 54 15

その他 6 9

営業外費用合計 61 25

経常利益 5,689 5,138

特別利益   

受取補償金 － 60

特別利益合計 － 60

特別損失   

固定資産売却損 1 －

災害による損失 9 －

特別損失合計 10 －

税引前四半期純利益 5,678 5,198

法人税等 2,331 1,976

四半期純利益 3,347 3,221
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 9,997 9,800

減価償却費 51 50

引当金の増減額（△は減少） △83 △25

受取利息及び受取配当金 △8 △16

支払利息 91 36

固定資産除売却損益（△は益） 6 －

投資有価証券清算分配損益（△は益） － △123

受取補償金 － △60

売上債権の増減額（△は増加） 50 11

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,018 △4,659

前渡金の増減額（△は増加） △286 △1,053

差入保証金の増減額（△は増加） △9 15

その他の流動資産の増減額（△は増加） △185 △257

仕入債務の増減額（△は減少） △665 409

前受金の増減額（△は減少） 340 △12

その他の流動負債の増減額（△は減少） △236 △145

未払又は未収消費税等の増減額 200 △53

その他 12 △27

小計 2,257 3,888

利息及び配当金の受取額 8 15

利息の支払額 △37 △6

補償金の受取額 － 60

法人税等の支払額 △5,279 △4,482

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,051 △524

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △93 △26

有形固定資産の売却による収入 0 －

投資有価証券の取得による支出 △64 △117

投資有価証券の清算分配による収入 － 323

その他 △26 13

投資活動によるキャッシュ・フロー △184 194

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,208 △2,354

長期借入金の返済による支出 △599 －

社債の償還による支出 △250 －

配当金の支払額 △2,298 △2,295

財務活動によるキャッシュ・フロー 60 △4,649

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,174 △4,979

現金及び現金同等物の期首残高 23,740 34,015

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  20,565 ※  29,036
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  減価償却方法の変更  

  当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に 

 ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

  これによる当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微でありま 

 す。   

  

  

税金費用の計算 

   税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の 

  実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。 

  

  

※１  当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

※２  資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の金額 

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

 ２ 前第２四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）及び 

      当第２四半期累計期間（自  平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

 当社の売上高は、主力事業である戸建分譲及びマンション分譲において、第４四半期会計期間に集中

し、著しく増加する傾向があります。このため、各四半期会計期間の業績に季節的変動があります。 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

【会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

  
前事業年度

（平成24年３月31日） 
当第２四半期会計期間
（平成24年９月30日） 

当座貸越極度額 百万円 6,000 百万円 6,000

借入実行残高  2,119  978

差引額  3,881  5,022

  
前事業年度

（平成24年３月31日） 
当第２四半期会計期間
（平成24年９月30日） 

投資その他の資産 百万円 29 百万円 29

（四半期損益計算書関係）

  
前第２四半期累計期間

（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期累計期間
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

支払仲介料 百万円 2,378 百万円 2,596

賞与引当金繰入額  265  275

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第２四半期累計期間

（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期累計期間
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

現金及び預金勘定 百万円 20,565 百万円 29,036

現金及び現金同等物  20,565  29,036
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Ⅰ 前第２四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

１．配当金支払額  

  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後と

なるもの 

  

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年９月30日） 

１．配当金支払額  

  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後と

なるもの 

  

       金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

    該当事項はありません。  

  

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月30日 

取締役会 
普通株式  2,299  35.00 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月28日 

取締役会 
普通株式  328  5.00 平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月28日 

取締役会 
普通株式  2,299  35.00 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月30日 

取締役会 
普通株式  328  5.00 平成24年９月30日 平成24年12月５日 利益剰余金 

(金融商品関係）

(持分法損益等）
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Ⅰ 前第２四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）                         

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）                         

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  戸建分譲事業
マンション
分譲事業  

合  計 

売上高       

外部顧客への売上高  77,552  7,171  84,724

計  77,552  7,171  84,724

セグメント利益  8,697  1,252  9,949

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  9,949

受取賃貸料の調整額  54

その他の調整額  △6

四半期損益計算書の税引前四半期純利益  9,997

  （単位：百万円）

  戸建分譲事業
マンション
分譲事業  

合  計 

売上高       

外部顧客への売上高  84,664  7,312  91,977

計  84,664  7,312  91,977

セグメント利益  8,572  1,016  9,589

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  9,589

受取賃貸料の調整額  63

投資有価証券清算分配益の調整額   123

その他の調整額  23

四半期損益計算書の税引前四半期純利益  9,800
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 (注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため 

       記載しておりません。   

  

 該当事項はありません。  

  

  

  

  

平成24年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）配当金の総額…………………………………328百万円 

（ロ）１株当たりの金額……………………………５円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成24年12月５日 

（注） 平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期累計期間

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 89 56 円 銭 92 29

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  5,882  6,062

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  5,882  6,062

普通株式の期中平均株式数（千株）  65,687  65,687

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

―――――― 

  

―――――― 

 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

2012/11/15 15:04:1512862753_第２四半期報告書_20121115150401

- 17 -



 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

アーネストワンの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第32期事業年度の第２四半期会計期間（平成24年

７月１日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注

記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アーネストワンの平成24年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年11月14日 

株式会社アーネストワン 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山口 光信  印 

  
  

   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 向出 勇治  印 

  
  

   

  
指定有限責任社員
業務執行社員  

 公認会計士 石黒 一裕  印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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